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2026 年 3 月 30 日 

各 位 

会 社 名  株 式 会 社 パ ワ ー エ ッ ク ス 

代 表 者 名  取締役 代表執行役社長 CEO  伊藤 正裕 

  （コード番号：485A 東証グロース市場） 

問 合 せ 先  執行役コーポレート領域管掌 藤田 利之  

  （TEL：03-4400-7296） 

 

当社完全子会社である株式会社 PowerX Manufacturing の 

吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 
 

当社は、2026 年 3 月 30 日開催の執行役会において、当社の完全子会社である株式会社 PowerX 

Manufacturing（以下、「PXM」といいます。）を消滅会社とする吸収合併（以下「本合併」といいます。）

を行うことを決議し、同日付で合併契約を締結いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本合併は完全子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略して開示

しております。 

記 

１．合併の理由 

当社は、本社とは異なる勤務形態や人事体系を持つ工場の組織・生産体制を早期に確立することを目的

に、岡山県玉野市の工場での製造受託子会社である PXM を設立・運営してまいりました。今般、玉野工場

の組織整備が完了し、部署単位で柔軟な人事制度を運用できる体制が整ったこと、および北海道苫小牧市

での新工場開設を見据え、グループ全体の運営効率を最大化すべく本合併を決定いたしました。 

ガバナンスの強化と組織運営の最適化： 

分社化に起因する親会社・子会社間の役割分担の曖昧さを解消し、意思決定の迅速化と内部統制の一層

の強化を図ります。統合後も、各部署の特性に応じた柔軟な人事・労務運用を継続し、持続的な成長を実

現してまいります。 

多拠点展開に向けた製造ノウハウの集約： 

PXM の製造受託機能を当社へ統合することで、玉野工場で培った技術・ノウハウを一元管理します。こ

れにより、今後予定している苫小牧新工場の円滑な立ち上げを推進し、効率的な多拠点運営体制を構築し

てまいります。 

 

２．合併の要旨 

（１）合併の日程 

項目 日程 

執行役会決議日（当社） 2026 年 3 月 30 日 

合併契約締結日（各社） 2026 年 3 月 30 日 

合併効力発生日（予定） 2026 年 6 月 1 日 

(注) 本合併は、当社においては会社法 796 条第 2 項に基づく簡易合併であり、PXM においては、会社法

784 条第 1 項に定める略式合併であるため、いずれも吸収合併契約承認に関する株主総会は開催しませ

ん。 
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（２）本合併の方式 

 当社を存続会社とする吸収合併方式であり、PXM は解散いたします。 

 

（３）合併に係る割当の内容 

 PXM は当社の完全子会社であり、消滅会社の株主は当社のみであるため、本合併に際して、合併対価の

交付は行いません。 

 

（４）消滅会社の新株予約権および新株予約権付負債に関する取扱い 

 該当事項はありません。 

 

３．合併当事会社の概要 

（2025 年 12 月 31 日現在） 

項目 存続会社 消滅会社 

商号 株式会社パワーエックス 株 式 会 社 PowerX 

Manufacturing 

所在地 岡山県玉野市田井 6-9-1 岡山県玉野市田井 6-9-1 

代表者 取締役兼代表執行役社長 CEO  

伊藤 正裕 

代表取締役 

伊藤 正裕 

資本金 4,634 百万円 300 百万円 

設立年月日 2021 年 3⽉22⽇ 2023 年 4 月 28 日 

発行済株式総数 36,353,600 株 1,000 株 

主要事業 ・ ⼤型定置用蓄電池及び中型蓄電

池の製造・販売及び保守・メンテ

ナンス 

・ 蓄電池型急速 EV充電システムの

製造・販売及び保守・メンテナン

ス、並びに EV チャージステーシ

ョンの展開 

・ 蓄電システムを利用した電力供

給サービスの提供 

・ 蓄電所の開発及び蓄電所の運営

（アグリゲーションサービス） 

蓄電池製品及びその関連製品

の製造受託 

決算期 12 月 12 月 

大株主および 持株比率 株式会社 FAROUT 13.04% 株式会社パワーエックス 

100.00％ 

 

４．合併後の当社の状況 

 本合併後の当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期の変更はありませ

ん。 
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５．今後の見通し 

 本合併は完全子会社との合併であるため、連結業績への影響は軽微です。業績予想の修正が必要となる

場合には、速やかにお知らせいたします。 

以上 


